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●当社の新株予約権等に関する事項

　①　‌�事業年度末日における当社取締役および執行役が保有している職務執行の対価として交付された
新株予約権の状況
名　称
（発行日） 行使期間 新株予約権

の数
目的となる
株式の数 保有者数 発行価額 行使価額

第4回新株予約権
（2008年11月20日）

2008年11月21日～
2023年11月20日 8個 800株 1名 1株当たり

710円
1株当たり

1円
第8回新株予約権

（2010年6月21日）
2010年7月21日～

2025年7月20日 37個 3,700株 1名 1株当たり
885円

1株当たり
1円

第9回新株予約権
（2011年6月21日）

2011年7月21日～
2026年7月20日 37個 3,700株 1名 1株当たり

805円
1株当たり

1円
第10回新株予約権

（2012年6月21日）
2012年7月21日～

2027年7月20日 132個 13,200株 3名 1株当たり
817円

1株当たり
1円

第11回新株予約権
（2013年6月21日）

2013年7月21日～
2028年7月20日 193個 19,300株 4名 1株当たり

1,097円
1株当たり

1円
第12回新株予約権

（2014年6月21日）
2014年7月21日～

2029年7月20日 97個 9,700株 4名 1株当たり
1,064円

1株当たり
1円

第13回新株予約権
（2015年6月21日）

2015年7月21日～
2030年7月20日 94個 9,400株 4名 1株当たり

1,423円
1株当たり

1円
第15回新株予約権

（2017年6月21日）
2017年7月21日〜

2032年7月20日 185個 18,500株 7名 1株当たり
1,515円

1株当たり
1円

第16回新株予約権
（2018年6月21日）

2018年7月21日～
2033年7月20日 437個 43,700株 9名 1株当たり

2,176円
1株当たり

1円

新株予約権の行使の条件（各回共通）
 ・‌�新株予約権を割り当てられた者は、権利行使時においても当社の執行役（グループ会社の役員等に就任

する場合であって、当社の執行役に準ずる者と報酬委員会で判断した者を含む。）の地位にあることを
要する。ただし、当社の執行役等を退任した場合であっても、退任日から5年以内に限って権利行使がで
きるものとする。

 ・‌�新株予約権については、その数の全数につき一括して行使することとし、これを分割して行使すること
はできないものとする。

■事業報告
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②　‌�事業年度中に当社の従業員、子会社の役員および従業員に職務執行の対価として交付した新株予約権の
状況

　イ．当社従業員（当該役員在任中の職務執行の対価として交付されています）
名　称
（発行日） 行使期間 新株予約権

の数
目的となる
株式の数 交付者数 発行価額 行使価額

第16回新株予約権
（2018年6月21日）

2018年7月21日～
2033年7月20日 24個 2,400株 2名 1株当たり

2,176円
1株当たり

1円

新株予約権の行使の条件は、前記①と同様

　ロ．当社子会社役員および従業員
名　称
（発行日） 行使期間 新株予約権

の数
目的となる
株式の数 交付者数 発行価額 行使価額

第16回新株予約権
（2018年6月21日）

2018年7月21日～
2033年7月20日 164個 16,400株 14名 1株当たり

2,176円
1株当たり

1円

新株予約権の行使の条件は、前記①と同様
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●会社の体制および方針
⑴　当社のコーポレートガバナンスの基本的な考え方と体制およびその実施状況
　①　コーポレートガバナンスの基本的な考え方

　イオンは「お客さまを原点に平和を追求し、人間を尊重し、地域社会に貢献する」という基本理念を全
ての企業活動の指針とした経営を追求してきました。
　このような価値観に基づき、当社のコーポレートガバナンスのあり方を、以下の5つの基本姿勢を中
核とした「コーポレートガバナンス基本方針」として定めています。

　　ⅰ　お客さま基点、現場主義による価値創造
　　　　　‌�お客さまの幸福感の実現を最大の企業使命として、お客さまとの接点である現場主義を貫き、常に

お客さま基点で考えることで、変化するお客さまのニーズに対応した最適な価値創造を追求します。
　　ⅱ　最大の経営資源である人間の尊重
　　　　　‌�人間こそが最大の経営資源であるとの信念に基づき、従業員を尊重し、多様性を重視し、教育機会

を積極的に提供することで従業員が自己成長に努め、強い絆で結ばれ、お客さまへの貢献を至上
の喜びとする従業員で構成された企業を目指します。

　　ⅲ　地域社会とともに発展する姿勢
　　　　　‌�地域社会の一員、心を持った企業市民として、同じ地域社会の参加者であるお客さま、従業員、株主、

取引先とともに発展し、地域社会の豊かさ、自然環境の持続性、平和に貢献することを目指します。
　　ⅳ　長期的な視野と絶えざる革新に基づく持続的な成長
　　　　　‌�お客さま、地域社会の期待に応え続けるために、変化する経営環境に対応するための絶えざる革

新に挑戦することで、長期的な視野に立った価値創造を伴う持続的な成長と、グループ全体の継
続的な価値向上を志向する経営に努めます。

　　ⅴ　透明性があり、規律ある経営の追求
　　　　　‌�お客さま、ステークホルダーとの積極的な対話に努め、評価を真摯に受け止め、常に自らを律する

ことで、透明性と規律がある経営を追求します。
　②　企業統治体制

　当社は、「グループ全体を視野に入れた基本理念に基づく経営」「透明かつ持続性と安定性を持った経
営」「お客さまを原点とした絶えざる革新」を追求し、これらを実践するための最適な企業統治体制とし
て、指名委員会等設置会社を選択しています。
　これにより、経営の監督と業務執行を分離して、執行役に大幅な権限移譲を行い迅速な経営の意思決定
を実現する体制を整える一方、社外取締役を過半数とする指名委員会・監査委員会・報酬委員会の3委員
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会を設置して、経営の透明性と客観性を担保しています。
　また、純粋持株会社としてグループの事業や個社の枠組みを越え、グループが目指すべき経営方針の
策定や、経営資源配分の最適化、事業を越えたシナジーの創出に取り組んでいます。

　③　取締役会および委員会の実施状況
開催状況 主な役割

取 締 役 会 年8回
・取締役および執行役の職務執行の監督
・会社法第416条に定められる取締役会で決定しなければならない事項および

執行役に委任することができない事項の決定

監査委員会 年9回
・取締役および執行役の職務執行の監査
・株主総会に提出する会計監査人の選任・解任・再任しないことに関する議案内容

の決定
指名委員会 年3回 ・株主総会に提出する取締役の選任および解任に関する議案内容の決定
報酬委員会 年5回 ・取締役および執行役が受ける個人別の報酬等の内容の決定

⑵　‌�監査委員会の職務の遂行のために必要な事項ならびに執行役の職務の執行が法令および定款に適合する
ことを確保するための体制その他当社の業務の適正を確保するために必要な体制

【取締役会の決議の概要】
　①　監査体制関連事項
　　・‌�内部監査部門は監査委員会の職務の補助を行い、内部監査部門の異動については、監査委員会の同意を

必要とする。
　　・‌�グループ全体を対象とした内部監査・内部統制の状況、およびグループの全従業員を対象とした内部通

報制度への通報内容は、定期的に監査委員会に報告される。
　　・‌�内部監査部門は、重要な会議に出席するほか、執行役等からその職務執行状況の報告を聴取し、監査委

員会に報告する。
　②　情報保存管理体制
　　・各会議議事録は事務局によって作成・保管され、決裁書は立案者によって保存・管理される。
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　③　リスク管理体制
　　・‌�リスクマネジメント管掌（リスクマネジメント委員会を招集）を設置し、イオン・マネジメントコミッ

ティ（最高経営会議）のもとにリスクマネジメント体制を構築するとともに、その運用状況を内部監査
部門が監視する。

　　・‌�取引を含め、反社会的勢力を排除すべく、社内規定の整備や捜査機関等との緊密な連携を通じ、組織と
して対応する。

　　・‌�財務報告に係る内部統制構築（いわゆる「J－SOX法」への対応）に関し、グループ会社を含め取り組む。
　④　効率的職務執行体制
　　・‌�職務責任権限規程により、各職位の職務および権限を定め、業務の組織的かつ効率的な運営を図るとと

もに、協議先部門を定めて牽制機能を果たす。
　⑤　コンプライアンス体制
　　・‌�イオン行動規範を制定し、グループ全従業員に徹底するとともに、コンプライアンス指導を定期的に実

施し、最新の法改正に対応したコンプライアンス体制を構築する。
　⑥　グループ会社管理体制
　　・‌�グループ会社に対して、事業別・機能別改革委員会等において経営計画を審議するとともに、グループ

本社として本社各部門が業務指導を行い、各社の経営の自主性・独自性を保持しつつ、一体的なグルー
プ経営を進める。

【運用状況について】
　当社は、全てのステークホルダーを経営のパートナーと位置付け、経営の透明性、公正性を担保し、持続的で
安定的な経営の実践に努め、これらを支える仕組みとしての内部統制に係る体制整備やコンプライアンス、リ
スクマネジメントの進化に常に取り組んでいます。
　監査体制については、監査委員会の独立性を最大限に保ち、透明性の高い監査を行うため、監査委員全員を
独立社外取締役としています。また、業務執行部門から独立したグループ経営監査室を設置し、グループ各社
の常勤監査役および内部監査部門や会計監査人と連携して内部監査を行うほか、重要会議への出席や執行役
等からのヒアリングによる情報収集を行うなど、監査委員会の職務の補助をすることで監査の実効性を確保
しています。
　コンプライアンス体制では、従業員が共有する日常行動の基本的な考え方、判断基準をまとめた「イオン行
動規範」のグループ全従業員への周知徹底を図るとともに、コンプライアンス意識の向上やイオンの基本理念
の共有を目的とした研修を継続して実施しています。また、イオングループの行動規範を推進する専属部署を
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設置し、グループ全体の行動規範の推進および課題解決に取り組んでいます。さらに、法令や倫理規範に違反
する行為の未然防止および早期発見を目的に、当社および社外連絡先を窓口とする内部通報制度「イオン行動
規範110番相談窓口」を設置しています。通報・相談内容に関しては、通報した者が通報したことを理由として、
不利益な取扱いを受けないよう匿名性を確保できる仕組みとしているほか、関連部署が調査確認したうえで
是正・再発防止策が講じられており、重要な通報については、予め定められた対応フローに基づき、各取締役に
報告されています。また、内部通報制度の運用状況に関しては定期的に監査委員会に報告されています。
　情報保存管理体制については、情報の適切な保存・管理および漏洩防止のため「内部情報管理および内部者
取引規制に関する規程」等の各種社内規程を整備し、情報管理および機密情報漏洩の防止に努めています。
　リスク管理体制については、リスクマネジメント管掌を配置し、リスクマネジメント管掌を委員長とするリ
スクマネジメント委員会を開催しています。リスクマネジメント委員会では、リスクアセスメント等により優
先順位の高いリスクを抽出したうえで、対応およびその効果について進捗管理を実施し、イオン・マネジメン
トコミッティにリスク管理状況および対応を報告・提案しています。事業継続管理体制については、2018年6
月の大阪北部地震をはじめ平成30年7月豪雨、北海道胆振東部地震の発生直後に、グループ対策本部を立ち
上げ、いち早い復興・復旧にむけてグループの総力を結集し営業再開に向けての対応を実施しました。また、地
域への支援体制を強化するため、グループ全体で新たに18の自治体ならびに企業と大規模災害時協力等の協
定を締結しています。さらに事業継続マネジメントシステム「ISO22301」については、新たに8社14店舗で認
証を取得し、あわせて12社15店舗が認証を取得しています。また、特に影響度の高いリスクについては、部門
横断のタスクフォースを編成し、リスクの予見・予知・予防に努めています。
　財務報告に係る内部統制構築においては、経営者が信頼性のある財務報告を作成する方針等を明確に示し、
方針や指示が財務報告の作成に関連する連結子会社に伝達される体制の整備を行うなどグループ会社と一
体となって取り組んでいます。また、対応状況については、グループ経営監査室により確認されています。
　反社会的勢力の排除に向けては、具体的対応策を規定する防犯規程等を定め、各種研修等を通じて責任者
への教育を実施しています。また、反社会的勢力の不当要求情報を得る目的として、「不当要求情報管理機関」
である公益社団法人警視庁管内特殊暴力防止対策連合会に加盟し、緊密な連携を通じて、組織での対応を
図っています。
　グループ会社管理に関しては、当社が管理する事業毎の方針や予算について各事業改革委員会等で審議し、
経営の方向性を定めています。イオン・マネジメントコミッティでは、特に重要な案件について協議して持株
会社としての意思決定をするとともに施策と数値の進捗管理をしています。また、国内主要グループ会社の監
査役による実務研究・情報交換等に関する会議を定期的に実施したほか、内部監査責任者会議、総務部長会議
等のグループ横断的な会議を通じて、基本理念に基づく経営に向けた施策推進・情報共有等を進めています。
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●会社の支配に関する基本方針
　①　基本方針の内容およびその実現に資する取り組みの概要

　イオンは、お客さまへの貢献を永遠の使命とし最もお客さま志向に徹する企業集団であり、小売業と
関連産業を通してお客さまのより豊かな生活に貢献すべく、事業を展開してまいりました。お客さまを
原点に平和を追求し、人間を尊重し、地域社会に貢献するという不変の理念を堅持し、お客さま満足の実
践と継続的な企業価値の向上に努めてきており、この理念が企業価値の根幹をなしています。また、イオ
ンの企業価値は、継続的かつ長期的な企業成長や同士・朋友との協力・提携に加え、雇用の確保、生活文化
の向上や環境保全・社会貢献など様々な価値を包含し形成されているものです。
　これらの正しい商売の実践と社会的責任を全うするためには、長期的視野でイオンの理念を具現化し
ていくことが必要であり、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、上記の企業価値を維持、
発展させていく者でなければならないと考えています。

　②　不適切な支配の防止のための取り組みの概要
　当社株式は、金融商品取引所（証券取引所）に上場され自由な売買が可能ですが、万一短期的な利益を
追求するグループ等による買収が開始されて不公正な買収提案がなされると、株主の皆さまに結果とし
て不利益を与えるおそれもあります。買収提案を受け入れるか否かは株主の皆さまの判断によるべきも
のですが、買収提案のあった際に、株主の皆さまが、十分かつ正確な情報と十分な時間のもとにご判断い
ただけるように十分な資料提供をするように所定の手順をふむことを求めるとともに、明らかに株主一
般の利益を害すると判断される買収行為には対策を講じることができるように、「当社株式の大量取得
行為に関わる対応方針（買収防衛策）継続の件」を2018年5月23日開催の第93期定時株主総会に付議し、
株主の皆さまのご承認をいただきました。
　これは「事前警告型」買収防衛策であり、当社議決権の20％以上の株式取得を行おうとする者に対し
ては、大量株式取得者の概要、取得対価の算定根拠、買取方法、買収資金源、買収後の経営方針等につき当
社への十分な情報提供を行うことなどの買収ルールの遵守を要請します。
　当社取締役会は、大量株式取得者が登場し次第、その事実を開示するとともに、外部の専門家1名以上
と社外取締役から成る独立委員会を設置し、提供された情報（追加提供を求める場合にも意向表明書受
領日から60日以内の日を最終回答期限とします）をもとに、同委員会に意見を求め、その意見を最大限
尊重した上で、所定の評価期間（60日間または90日間）内に、当該買収提案に対する評価結果等を発表し
ます。この取締役会および独立委員会においては、判断の客観性をさらに高めるため、適宜他の専門家に
も意見を求めることができます。また、上記ルールが守られない場合や、株式の高値買戻要求や高値売抜
けが目的であると推測されるなど、株主の皆さまの利益が害されることが明らかである場合には、所定

7



の評価期間の経過を待たずに、当社取締役会が新株発行、新株予約権発行などの対抗策をとり得ること
とします。なお、大量株式取得者の権利行使が制限される行使条件差別型新株予約権を発行するときは、
株主の皆さまにわずらわしい手続をしていただかなくてもいいように、会社による取得条項付とさせて
いただきます。また、対抗措置の内容・採否は、取締役としての善管注意義務に従い、原則として取締役会
が決定・実施していきますが、例外的には、その内容・効果等に鑑みて株主の皆さまのご判断を仰ぐべき
であるとして、当社株主総会にその採否をご決議いただくことがあります。
　株主の皆さまには、手続の各段階において、適時に十分に情報開示し、ご判断に供していただけるよう
にしていきます。
　なお、この買収防衛策の有効期間は2021年5月に開催予定の定時株主総会の終結時までです。

　③　上記②の取り組みについての基本方針等との整合性に係る取締役会の判断
　大量株式取得者に要請する各種資料は、大量株式取得者の概要だけでなく、資金面の背景および資金
スキーム、株式取得方法の適法性に関する事項、買収後の経営計画等であり、これらの資料開示を通じて、
イオンの理念（上記基本方針）に対する大量株式取得者の具体的な態度が明示されることになるととも
に、何よりも、株主の皆さまの判断材料が充実したものになります。
　従って、当社取締役会は、上記対応方針は、上記基本方針および当社の株主の共同の利益に沿うもので
あり、また、当社役員の地位の維持を目的とするものではないと判断しています。
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●連結株主資本等変動計算書（2018年3月1日から2019年2月28日まで）	 （単位：百万円未満切捨）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2 0 1 8 年 3 月 1 日 残 高 220,007 306,464 574,409 △38,962 1,061,920

会計方針の変更による累積的影響額 △9,971 △9,971

会計方針の変更を反映した当期首残高 220,007 306,464 564,438 △38,962 1,051,948

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △26,935 △26,935

親会社株主に帰属する当期純利益 23,637 23,637

自 己 株 式 の 取 得 △29 △29

自 己 株 式 の 処 分 △４ 2,701 2,697

非 支 配 株 主 と の 取 引 に 係 る
親 会 社 の 持 分 変 動 △3,828 △3,828

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 ― △3,828 △3,302 2,672 △4,458

2 0 1 9 年 2 月 2 8 日 残 高 220,007 302,636 561,135 △36,290 1,047,490

その他の包括利益累計額
新株
予約権

非支配
株主持分

純資産
合計その他有価証

券評価差額金
繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

2 0 1 8 年 3 月 1 日 残 高 77,701 △3,013 13,356 1,597 89,641 1,921 763,254 1,916,737

会計方針の変更による累積的影響額 △18,269 △28,240

会計方針の変更を反映した当期首残高 77,701 △3,013 13,356 1,597 89,641 1,921 744,985 1,888,496

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △26,935

親会社株主に帰属する当期純利益 23,637

自 己 株 式 の 取 得 △29

自 己 株 式 の 処 分 2,697

非 支 配 株 主 と の 取 引 に 係 る
親 会 社 の 持 分 変 動 △3,828

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
連結会計年度中の変動額(純額) △30,309 471 △11,200 △2,457 △43,496 39 34,783 △8,673

連結会計年度中の変動額合計 △30,309 471 △11,200 △2,457 △43,496 39 34,783 △13,131

2 0 1 9 年 2 月 2 8 日 残 高 47,391 △2,542 2,155 △859 46,145 1,960 779,768 1,875,364

■連結計算書類
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［連結］

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　１－１．連結の範囲に関する事項
　　⑴連結子会社の数……293社
　　　　‌�主要な連結子会社の名称：
　　　　‌�イオンリテール㈱、イオン九州㈱、イオン北海

道㈱、ユナイテッド・スーパーマーケット・ホー
ルディングス㈱、㈱サンデー、マックスバリュ
北海道㈱、マックスバリュ東北㈱、マックスバ
リュ東海㈱、マックスバリュ中部㈱、マックス
バリュ西日本㈱、マックスバリュ九州㈱、ミニ
ストップ㈱、イオンフィナンシャルサービス㈱、
イオンクレジットサービス㈱、㈱イオン銀行、
イオンモール㈱、㈱ツヴァイ、㈱イオンファン
タジー、イオンディライト㈱、㈱コックス、㈱
ジーフット、ウエルシアホールディングス㈱、
AEON CO.（M）BHD.、AEON STORES

（HONG KONG）CO.,LTD.、AEON CREDIT 
SERVICE（ASIA）CO.,LTD.、AEON THANA 
SINSAP（THAILAND）PLC.、AEON CREDIT 
SERVICE（M）BERHAD

　　⑵非連結子会社の数……４社
　　　　‌�非連結子会社の名称：
　　　　‌�㈱茨城ファミリーデパート、㈱函南ショッピン

グセンター、ウエルシアオアシス㈱、ウエルシ
アリテールソリューション㈱

　　　 （連結の範囲から除いた理由）
　　　　‌�非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上

高、当期純利益（持分に見合う額）及び利益剰
余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計
算書類に重要な影響を及ぼしていないためであ
ります。

　１－２．持分法の適用に関する事項
　　⑴持分法適用関連会社の数……29社
　　　　主要な会社の名称：
　　　　‌�㈱ベルク、㈱タカキュー、㈱メディカル一光、

㈱やまや、㈱いなげや
　　‌�⑵持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社（㈱

茨城ファミリーデパート他６社）は、当期純利益（持
分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）
等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書
類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても
重要性がないため、持分法の適用範囲から除外して
おります。

　　‌�⑶持分法の適用の手続について特に記載する必要が
あると認められる事項

　　‌�　債務超過会社に対する持分額は、当該会社に対す
る貸付金等を考慮して貸付金等の消去及び流動負債
その他を計上しております。

　１－３．連結の範囲の変更
　　⑴以下の10社を新たに連結子会社としております。
　　　設立：‌�㈱カスミみらい、AFSコーポレーション㈱、

永旺永楽深蘭科技（上海）有限公司、AEON 
MALL（GUANGZHOUZENGCHENG）
BUSINESS MANAGEMENT CO.,LTD.

　　　株式取得：
　　　　　　‌�㈱ 一 本 堂、 ㈱MASAYA、 ㈱ ユ ー コ ム、

U-Com Ch ina  Co . , L td .、U COM 
MALAYSIA SDN. BHD.、PT SINAR 
JERNIH SARANA

　　⑵以下の８社を連結の範囲から除外しております。
　　　合併：白十字製菓㈱、中央管財㈱
　　　清算：‌�Aeon Maxvalu（Qingdao）Co.,Ltd.、

ATジャパン㈱、永旺一心餐飲管理（青
島 ） 有 限 公 司、AEON（U.S.A）,INC.、
AEONWRE HOLDINGS,INC.

　　　売却：㈱ロベリア

●連結注記表
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［連結］

　１－４．持分法の適用の範囲の変更
　　‌�以下の２社を持分法適用関連会社から除外しており

ます。
　　　売却：‌�㈱ ワ ン ダ ー コ ー ポ レ ー シ ョ ン、NHAT 

NAM INVESTMENT JOINT STOCK 
COMPANY

　１－５．連結子会社の事業年度等に関する事項
　　‌�⑴連結子会社の決算日は以下を除き、連結決算日と

一致しております。
　　　イオンフィナンシャルサービス㈱他14社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　……… ３月31日
　　　TASMANIA FEEDLOT PTY.LTD.
　　　　　　　　　　　　　　　　　　……… ６月30日
　　　AEON STORES（HONG KONG）CO.,LTD. 他109社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　………12月31日
　　　Horizon Master Trust（AEON2006-１）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　……… ２月20日
　　‌�⑵上記に記載した127社のうち、イオンフィナンシャ

ルサービス㈱他21社については、連結決算日から
３ヶ月以内の一定日現在で仮決算を実施したうえ連
結しております。又、他の105社については、連結
決算日との間に生じた重要な取引について必要な調
整を行ったうえ連結しております。

　１－６．会計処理基準に関する事項
　　⑴有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　　その他有価証券
　　　　　　時価のあるもの
　　　　　　……‌�決算日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定）

　　　　　　時価のないもの
　　　　　　……移動平均法による原価法
　　⑵デリバティブ等の評価基準及び評価方法
　　　　　デリバティブ……時価法

　　⑶たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　　①　商　　　　　品
　　　　　　‌�主として売価還元平均原価法（貸借対照表

価額については収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法）でありますが、一部の国内
連結子会社は主に移動平均法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に
基づく簿価切下げの方法）によっております。

　　　②　原材料及び貯蔵品
　　　　　　‌�主として最終仕入原価法（貸借対照表価額

については収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法）

　　⑷固定資産の減価償却の方法
　　　①　有形固定資産（リース資産を除く）
　　　　　　主として経済的耐用年数に基づく定額法
　　　　　　‌�　各資産別の主な耐用年数として以下の年

数を採用しております。
　　　　　建物及び構築物
　　　　　 （営 業 店 舗）� 20～39年
　　　　　 （事 務 所）� 30～50年
　　　　　 （建物附属設備）� ２ ～18年
　　　　　 （構 築 物）� ２ ～44年
　　　　　工具、器具及び備品� ２ ～20年
　　　　　そ　　の　　他
　　　　　 （車 両 運 搬 具）� ４ ～ ６ 年
　　　②　無形固定資産（リース資産を除く）
　　　　　　主として定額法
　　　　　　‌�　なお、自社利用のソフトウェアについて

は社内における利用可能期間（主として５
年以内）に基づく定額法によっております。

　　　③　リース資産
　　　　　　‌�　所有権移転ファイナンス・リース取引に

係るリース資産については、自己所有の固
定資産に適用する減価償却方法と同一の方
法によっております。

　　　　　　‌�　所有権移転外ファイナンス・リース取引
に係るリース資産については、リース期間
を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
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［連結］

法によっております。
　　　　　　‌�　なお、国内連結子会社は、リース取引開

始日が「リース取引に関する会計基準」（企
業会計基準第13号（平成19年３月30日改
正））の適用初年度開始前の所有権移転外
ファイナンス・リース取引については、引
き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じ
た会計処理を適用しております。

　　⑸重要な引当金の計上基準
　　　①　貸倒引当金
　　　　‌�　売上債権等の貸倒れによる損失に備え、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を
検討し、回収不能見込額を計上しております。

　　　　‌�　なお、総合金融事業を営む連結子会社は予め
定めている償却・引当基準に則り、主として次
のとおり計上しております。

　　　　‌�　「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒
償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」

（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告
第４号）に規定する正常先債権及び要注意先債
権に相当する債権については、一定の種類毎に
分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実
績から算出した貸倒実績率等に基づき計上して
おります。

　　　　‌�　破綻懸念先債権に相当する債権については、
債権額から担保の処分可能見込額及び保証によ
る回収可能見込額を控除し、その残額のうち必
要と認める額を計上しております。

　　　　‌�　破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債
権については、債権額から、担保の処分可能見
込額及び保証による回収可能見込額を控除した
残額を計上しております。

　　　　‌�　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づ
き、関連部署が資産査定を実施し、当該部署か
ら独立した監査部門等が査定結果を監査してお
ります。

　　　②　賞与引当金
　　　　‌�　当社及び一部の連結子会社は、従業員及びパー

トタイマーに支給する賞与に備え、支給見込額
のうち当連結会計年度に負担する金額を計上し
ております。

　　　③　ポイント引当金
　　　　‌�　一部の連結子会社が実施するポイント制度に

おいて、ポイントの使用により発生する費用負
担に備え、当連結会計年度末における将来使用
見込額を計上しております。

　　　④　役員退職慰労引当金
　　　　‌�　一部の国内連結子会社は、役員の退職慰労金

の支出に備え、内規に基づく当連結会計年度末
要支給額を計上しております。

　　　⑤　店舗閉鎖損失引当金
　　　　‌�　一部の連結子会社は、店舗閉店に伴い発生す

る損失に備え、店舗閉店により合理的に見込ま
れる中途解約違約金等の閉店関連損失見込額を
計上しております。

　　　⑥　偶発損失引当金
　　　　‌�　一部の国内連結子会社は、将来発生する可能

性のある偶発損失に備え、偶発事象毎に個別の
リスク等を勘案し、合理的に算出した負担損失
見込額を計上しております。

　　　⑦　利息返還損失引当金
　　　　‌�　金融サービス業を営む一部の連結子会社は、

将来の利息返還の請求に備え、過去の返還実績
等を勘案した必要額を計上しております。

　　　⑧　商品券回収損失引当金
　　　　‌�　一部の国内連結子会社は、負債計上中止後の

未回収商品券の回収による損失に備え、将来の
回収見込額を計上しております。

　　⑹退職給付に係る会計処理の方法
　　　①　退職給付見込額の期間帰属方法
　　　　‌�　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込

額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる
方法については、給付算定式基準によっており
ます。
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［連結］

　　　②　数理計算上の差異の費用処理方法
　　　　‌�　数理計算上の差異は、主に各連結会計年度の

発生時における従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数（10年）による定額法により按分
した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費
用処理することとしております。

　　　③　小規模企業等における簡便法の採用
　　　　‌�　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及

び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末
自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を
用いた簡便法を適用しております。

　　‌�⑺重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算
基準

　　‌�　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相
場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理
しております。なお、在外連結子会社の資産及び負
債は、各社の決算日の直物為替相場により円貨に換
算し、収益及び費用は期中平均為替相場により円貨
に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算
調整勘定及び非支配株主持分に含めております。

　　⑻重要なヘッジ会計の方法
　　　①　ヘッジ会計の方法
　　　　‌�　原則として繰延ヘッジ処理によっております。

ただし、振当処理の要件を満たす為替予約及び
通貨スワップについては、振当処理によってお
ります。また、特例処理の要件を満たす金利ス
ワップについては特例処理によっております。

　　　②　ヘッジ手段とヘッジ対象
　　　　　 （ヘッジ手段）　（ヘッジ対象）
　　　　　為替予約………‌�外貨建金銭債権債務及び外貨

建取引等
　　　　　通貨スワップ…外貨建借入金
　　　　　金利スワップ…借入金及び社債
　　　③　ヘッジ方針
　　　　‌�　為替予約及び通貨スワップは為替変動リスク

を回避する目的で、また、金利スワップは金利
変動リスクを回避する目的で行っております。
なお、デリバティブ取引については管理規定に

基づき、担当執行役又は担当取締役の承認を得
て行っております。

　　　④　ヘッジの有効性評価の方法
　　　　‌�　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間

において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動
またはキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、
両者の変動額を基礎にして判断しております。
ただし、特例処理によっている金利スワップに
ついては有効性の評価を省略しております。

　　‌�⑼消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりま
す。

　　⑽のれんの償却方法及び償却期間
　　‌�　のれんについては、発生日以後、投資効果の発現

する期間等（５年～20年）で均等償却し、少額なも
のは発生時に一括償却しております。のれんが発生
した主な会社別の当初金額と償却期間は次のとおり
であります。

　　　イオンモール㈱（旧㈱ダイヤモンドシティ）：
　　　　　　　　　　　55,625百万円　20年
　　　ウエルシアホールディングス㈱：
　　　　　　　　　　　54,024百万円　20年
　　　オリジン東秀㈱：41,903百万円　20年
　　　㈱イオン銀行　：21,810百万円　20年

　１－７．会計方針の変更
　　‌�在外連結子会社等において、当連結会計年度より下

記の会計基準を適用しております。
　　‌�なお、これらの基準の適用にあたっては、経過措置

として認められている、基準の適用による累積的影
響額を適用開始日に認識する方法を採用しておりま
す。

　　⑴IFRS第９号「金融商品」
　　‌�　本基準は、金融商品の分類及び測定並びにヘッジ

会計について新たな要求事項を導入したものです。
在外連結子会社等における当該基準の適用により、
主として総合金融事業の売掛金及び営業貸付金に係
る貸倒引当金の測定手法が変更されております。

　　‌�　この結果、当連結会計年度の期首の貸倒引当金が
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35,017百万円、繰延税金資産が6,776百万円それぞ
れ増加し、非支配株主持分が18,269百万円、利益剰
余金が9,971百万円それぞれ減少しております。

　　‌�　なお、当連結会計年度の損益及び１株当たり情報
に与える影響は軽微であります。

　　⑵IFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」
　　‌�　本基準は、顧客との契約から生じる収益の会計処

理において、企業が使用する単一の包括的なモデル
を導入したものです。在外連結子会社等における当
該基準の適用により、従来、販売費及び一般管理費
として会計処理されていた一部の販売促進費につい
て、当連結会計年度より売上高から控除しております。

　　‌�　なお、当連結会計年度の損益及び１株当たり情報
に与える影響は軽微であります。

　１－８．表示方法の変更
　　（連結損益計算書関係）
　　‌�　前連結会計年度において、「特別利益」の「その他」

に含めておりました「受取保険金」は、金額的重要
性が増したため、当連結会計年度より「特別利益」
に区分掲記することとしております。

　１－９．追加情報
　　（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）
　　‌�　当社は、中長期的な企業価値向上をはかることを

目的とし、信託型従業員持株インセンティブ・プラ
ンとして「従業員持株ESOP信託」を導入しておりま
したが、2018年６月をもって終了しております。

２．連結貸借対照表に関する注記
　２－１．有価証券の内訳

銀行業における有価証券 414,912百万円
銀行業における買入金銭債権 13,634百万円
そ の 他 109百万円
合 計 428,657百万円

　２－２．たな卸資産の内訳
商 品 586,121百万円
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 12,299百万円
合 計 598,420百万円

　２－３．有形固定資産減価償却累計額
� 2,367,020百万円

　２－４．担保に供している資産及び対応する債務
　　　⑴担保に供している資産

建 物 等 56,465百万円
土 地 37,429百万円
有 価 証 券 27,594百万円
売 掛 金 及 び 営 業 貸 付 金 29,504百万円
現 金 及 び 預 金 5,927百万円
差 入 保 証 金 18百万円
合 計 156,940百万円

　　　⑵対応する債務
短 期 借 入 金 36,037百万円
長 期 借 入 金

（１年内返済予定分を含む） 90,525百万円

預 り 保 証 金
（１年内返済予定分を含む） 3,543百万円

固 定 負 債　 そ の 他 296百万円
合 計 130,403百万円
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　２‌�－５．宅地建物取引業法に基づき担保に供している
資産

有 価 証 券 9百万円
投 資 有 価 証 券 15百万円
差 入 保 証 金 14百万円
合 計 40百万円

　２‌�－６．銀行業を営む連結子会社が為替決済等の担保
に供している資産

現 金 及 び 預 金 15百万円
差 入 保 証 金 50,000百万円
合 計 50,015百万円

　２－７．営業貸付金
　　‌�　金融サービス業を営む連結子会社の営業債権であ

ります。

　２－８．銀行業における貸出金
　　　銀行業を営む連結子会社の貸出金であります。

　２－９．貸出コミットメント
　　‌�⑴金融サービス業又は銀行業を営む連結子会社は、

クレジットカード業務に附帯するキャッシング業務
等を行っております。当該業務における貸出コミッ
トメントに係る貸出未実行残高は次のとおりであり
ます。

　　　　貸出コミットメント総額	 9,091,622百万円
　　　　貸出実行額	 589,856百万円
　　　　差引：貸出未実行残高	 8,501,766百万円
　　‌�　なお、上記には、流動化の対象とした債権に係る

金額を含んでおります。
　　‌�　また、当該貸出コミットメント契約においては、

借入人の資金使途、信用状態等に関する審査が貸出
の条件となっているため、必ずしも全額が貸出実行
されるものではありません。

　　‌�⑵銀行業を営む連結子会社の当座貸越契約及び貸付
金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの

融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定され
た条件について違反がない限り、一定の限度額まで
資金を貸し付けることを約する契約であります。こ
れらの契約に係る融資未実行残高は、27,375百万円
であります。このうち原契約期間が１年以内のもの

（又は任意の時期に無条件で取消可能なもの）が
10,498百万円あります。

　　‌�　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに
終了するものであるため、融資未実行残高そのもの
が必ずしも連結子会社の将来のキャッシュ・フロー
に影響を与えるものではありません。これらの契約
の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその
他相当の事由があるときは、当該連結子会社が実行
申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額
をすることができる旨の条件が付けられております。
また、契約後も定期的に予め定めている行内手続に
基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の
見直し、与信保全上の措置等を講じております。

　２－10．保証債務等
　　⑴債務保証	 89,751百万円
　　‌�　主に、連結子会社が営む一般顧客向け信用保証業

務に係るものであります。
　　⑵経営指導念書等
　　‌�　当社は、一部の関連会社の資金調達に関連して、

各社の健全な財政状態の維持責任を負うこと等を約
した経営指導念書等を金融機関等に対して差入れて
おります。なお、上記経営指導念書等のうち、「債務
保証及び保証類似行為の会計処理及び表示に関する
監査上の取扱い」（日本公認会計士協会　監査・保証
実務委員会実務指針第61号）に基づく保証類似行為
に該当するものはありません。

15



［連結］

３．連結損益計算書に関する注記
　３－１．売上総利益
　　　売上高から売上原価を控除した金額であります。

　３－２．営業総利益
　　‌�　営業収益合計から営業原価合計を控除した金額で

あります。

　３－３．固定資産売却益の主な内訳

物件名 金額
（百万円）

イオンモール各務原 7,489
高崎オーパ 3,080
その他 15,688

合計 26,258

　３－４．減損損失
　　‌�　当社及び連結子会社は、当連結会計年度において、

以下の資産グループについて減損損失を計上してお
ります。

　　⑴減損損失を認識した資産グループの概要
　　　①GMS事業

用途 種類 場所 件数 金額
（百万円）

店舗 土地及び建物等

北日本 18 2,112
関東 131 7,446
中部 29 5,018

西日本 83 8,878
遊休
資産 土地及び建物等 北日本他 2 1

合計 263 23,456

　　　②SM事業

用途 種類 場所 件数 金額
（百万円）

店舗
土地及び建物等

北日本 87 1,190
関東 511 9,503
中部 103 1,031

西日本 204 7,278

建物等 中華人民共和国 13 83
大韓民国 464 543

－ のれん ベトナム社会
主義共和国 － 203

遊休
資産 土地及び建物等 関東他 17 189

合計 1,399 20,022

　　　③ヘルス＆ウエルネス事業

用途 種類 場所 件数 金額
（百万円）

店舗 土地及び建物等

北日本 4 102
関東 70 1,368
中部 42 954

西日本 57 601
合計 173 3,027

　　　④総合金融事業

用途 種類 場所 件数 金額
（百万円）

店舗 建物等

北日本 5 8
関東 16 28
中部 10 6

西日本 8 12
合計 39 56

　　　⑤ディベロッパー事業

用途 種類 場所 件数 金額
（百万円）

店舗 建物等

北日本 1 730
関東 5 94
中部 2 1,435

西日本 5 6,919
合計 13 9,179
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　　　⑥サービス・専門店事業

用途 種類 場所 件数 金額
（百万円）

店舗 建物等

北日本 84 441
関東 306 1,887
中部 157 1,338

西日本 239 1,799
中華人民共和国 7 140
マレーシア 2 11
タイ王国 20 288

合計 815 5,907

　　　⑦国際事業

用途 種類 場所 件数 金額
（百万円）

店舗 建物等
中華人民共和国 5 230
マレーシア 1 485
タイ王国 17 113

合計 23 829

　　　⑧その他

用途 種類 場所 件数 金額
（百万円）

店舗 建物等

北日本 1 116
関東 4 56
中部 1 43

西日本 2 29
合計 8 245

　　⑵減損損失の認識に至った経緯
　　‌�　店舗における営業活動から生ずる損益が継続して

マイナスまたは継続してマイナスとなる見込みであ
る資産グループ及び、遊休状態にあり今後使用目処
が立っていない資産グループの帳簿価額を回収可能
価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別
損失に計上しております。

　　‌�　また、のれんについては、取得時計画していた収
益の獲得が見込めなくなったため、当該のれんの全
額を減損損失として特別損失に計上しております。

　　⑶減損損失の金額
種類 金額（百万円）

建 物 及 び 構 築 物 42,890
土 地 2,880
工 具、 器 具 及 び 備 品 10,848
の れ ん 203
リ ー ス 資 産 3,525
そ 　 の 　 他 ※ 2,376

合計 62,724

※その他には、無形固定資産、投資その他の資産の
「その他」に含まれている長期前払費用を含んでお
ります。

　　⑷資産のグルーピングの方法
　　‌�　当社及び連結子会社は、キャッシュ・フローを生

み出す最小単位として、主として店舗を基本単位と
し、また遊休資産については物件単位毎にグルーピ
ングしております。

　　⑸回収可能価額の算定方法
　　‌�　当社及び連結子会社は資産グループの回収可能価

額は正味売却価額または使用価値により測定してお
ります。正味売却価額は、土地については不動産鑑
定士による不動産鑑定評価基準または固定資産税評
価額等を基に算定した金額により、その他の固定資
産については取引事例等を勘案した合理的な見積り
により評価しております。また、使用価値は将来
キャッシュ・フローを主として2.0％～11.9％で割
り引いて算定しております。
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
　４‌�－１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の

種類及び株式数に関する事項
（単位：千株）

株式の
種類

当連結会
計年度期
首株式数

当連結会
計年度増
加株式数

当連結会
計年度減
少株式数

当連結会
計年度末
株式数

摘要

発行済
株式 普通株式 871,924 － － 871,924

自己株式
（うち従業員

持株ESOP
信託）

普通株式 32,347
（2,062）

12
（－）

2,132
（2,062）

30,227
（－）

注
1、2

　注１：‌�当連結会計年度増加自己株式数は、単元未満株
式の買取りによるものであります。

　注２：‌�当連結会計年度減少自己株式数は、従業員持株
ESOP信託における株式売却、新株予約権の行使
によるもの及び単元未満株式の買増請求に伴う
売渡によるものであります。

　4－2．配当に関する事項
　　⑴配当金支払額
　　‌�　（1－1）2018年4月11日開催の取締役会におい

て、次のとおり決議しております。
　　　普通株式の配当に関する事項
　　　①配当金の総額	 12,625百万円
　　　②配当の原資	 利益剰余金
　　　③1株当たり配当額	 15円
　　　④基準日	 2018年2月28日
　　　⑤効力発生日	 2018年5月1日
　　　（注）‌�配当金の総額には、従業員持株ESOP信託が

保有する当社株式（2018年2月28日基準
日：2,062,800株）に対する配当金が含まれ
ております。

　　‌�　（1－2）2018年10月10日開催の取締役会にお
いて、次のとおり決議しております。

　　　普通株式の配当に関する事項
　　　①配当金の総額	 14,309百万円
　　　②配当の原資	 利益剰余金
　　　③1株当たり配当額	 17円
　　　④基準日	 2018年8月31日
　　　⑤効力発生日	 2018年10月25日

　　‌�⑵基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配
当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　‌�　2019年4月10日開催の取締役会において、次の
議案を付議します。

　　　普通株式の配当に関する事項
　　　①配当金の総額	 14,310百万円
　　　②配当の原資	 利益剰余金
　　　③1株当たり配当額	 17円
　　　④基準日	 2019年2月28日
　　　⑤効力発生日	 2019年5月7日
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　４－３．新株予約権に関する事項

新株予約権の
内訳

新株予約権の目的
となる株式の種類

当連結会計年度
末株式数
（千株）

第１回
新株予約権 普通株式 3

第３回
新株予約権 普通株式 11

第４回
新株予約権 普通株式 3

第８回
新株予約権 普通株式 21

第９回
新株予約権 普通株式 17

第10回
新株予約権 普通株式 35

第11回
新株予約権 普通株式 46

第12回
新株予約権 普通株式 26

第13回
新株予約権 普通株式 26

第15回
新株予約権 普通株式 25

第16回
新株予約権 普通株式 65

合　計 282

５．金融商品に関する注記
　５－１．金融商品の状況に関する事項
　　⑴金融商品に対する取組方針
　　‌�　当社グループは、GMS事業（総合スーパー）を核

とした小売事業を中心として、総合金融、ディベロッ
パー、サービス等の各事業を複合的に展開していま
す。これらの事業を行うため、資金運用については、
主として安全性の高い定期性預金等の金融資産に限
定し、資金調達については、銀行借入等による間接
金融のほか、社債やコマーシャル・ペーパーの発行、
株式発行、債権流動化による直接金融によっており
ます。

　　‌�　また、総合金融事業を営む連結子会社はクレジッ
トカード、住宅ローン、個品割賦等の各種金融サー
ビス事業を行っており、銀行業を営む連結子会社で
は、有価証券等の運用業務も行っております。

　　‌�　当該事業を行うため、市場の状況や長短のバラン
スを勘案して、顧客からの預金、金融機関からの借
入、社債やコマーシャル・ペーパーの発行、債権流
動化等によって資金調達を行っております。また、
一時的な資金の過不足に対応するため、短期市場で
の資金運用及び資金調達を行っております。なお、
一部の連結子会社は在外子会社であり外貨ベースで
事業を行っております。

　　‌�　このように、総合金融事業は主として金利変動、
為替変動を伴う金融資産及び金融負債を有している
ため、金利変動によるリスクを管理するために資産
及び負債の総合的管理（ALM：アセット・ライアビ
リティ・マネジメント）を実施しております。

　　‌�　当社グループにおけるデリバティブ取引は、主と
して、資金調達に伴う金利変動リスクや為替変動リ
スク、事業活動上生じる金融取引の市場リスクを回
避することを目的として行っております。

　　⑵金融商品の内容及びそのリスク
　　‌�　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信

用リスクに晒されております。
　　‌�　有価証券及び投資有価証券は主として業務上の関

係を有する会社の株式であり、市場価格の変動リス
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ク及び信用リスクに晒されております。
　　‌�　銀行業における有価証券は、外国証券及び債券・

株式等であり、それぞれ発行体等の信用リスク及び
市場リスク等に晒されております。

　　‌�　銀行業における貸出金及び営業貸付金は、主とし
て個人及び事業者に対する貸出金であり、顧客の契
約不履行によってもたらされる信用リスク及び金利
変動リスクに晒されております。

　　‌�　差入保証金は、主に店舗の賃借に係るものであり、
差入先の信用リスクに晒されております。

　　‌�　営業債務である支払手形及び買掛金は、主に１年
以内の支払期日であります。

　　‌�　なお、外貨建の営業債権及び債務は為替の変動リ
スクに晒されております。

　　‌�　銀行業における預金は、銀行業を営む連結子会社
の顧客からの預金であり、金融情勢の変動や一定の
環境下で当該連結子会社が市場を利用できなくなる
場合や財務内容の悪化などにより、支払期日にその
支払いを実行できなくなる流動性リスクをはじめ、
金利変動リスク及び為替変動リスクに晒されており
ます。

　　‌�　短期借入金、コマーシャル・ペーパー、長期借入
金及び社債は主に営業取引、設備投資及び株式取得
に係る資金調達であります。また、支払期日にその
支払いを実行できなくなる流動性リスクを内包して
おりますが、返済時期又は償還時期を分散させるこ
とにより流動性リスクの回避を図っております。

　　‌�　デリバティブ取引は、主として、外貨建債権債務
の為替変動のリスクを回避するための先物為替予約
取引及び通貨スワップ取引や短期借入金、長期借入
金、社債及び市場性のある債券に係る金利変動リス
クを回避するための金利スワップ取引及び金利オプ
ション取引を行っております。デリバティブ取引は、
取引先の契約不履行による信用リスクを有しており
ます。なお、デリバティブ取引のヘッジ会計に関す
るヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの
有効性評価の方法等については、前述の「会計処理
基準に関する事項」に記載されている「重要なヘッ

ジ会計の方法」をご参照ください。
　　⑶金融商品に係るリスク管理体制
　　　①　信用リスクの管理
　　　　‌�　当社グループは、当社グループ規定に従い、

受取手形及び売掛金等の営業債権について、営
業部門及び経理財務部門が取引先の状況を定期
的にモニタリングし、取引先ごとに期日及び残
高を管理するとともに、財務状況の悪化等によ
る回収懸念の早期把握や貸倒れリスクの軽減を
図っております。

　　　　‌�　有価証券及び投資有価証券のうち、時価のな
い株式等については定期的に発行体の財務状況
等の把握を行っております。

　　　　‌�　総合金融事業を営む連結子会社は、信用リス
クに関する管理諸規程に従い、適切な与信審査・
管理を行うことにより信用リスク管理を行って
おります。これらの与信管理は、審査部門が新
規与信実行時及び実行後に継続的に信用状況を
把握するとともに、債権管理部門において分析・
研究を行い審査部門と連携することにより実施
しております。また、リスク量として主にバ
リュー・アット・リスク（過去のデータ等に基
づき、今後の一定期間において、特定の確率で
保有する金融商品に生じる損失額の推計値。以
下「VaR」という。）を計測し、定期的に内部統
制推進委員会及び取締役会に報告しております。

　　　　‌�　差入保証金の一部については、抵当権、質権
を設定するなど保全措置を講じております。

　　　　‌�　デリバティブの利用にあたっては、取引金融
機関を国際的に信用の高い相手先に限定し、か
つ取引契約締結額も相手先の信用状況を常時把
握していることから、信用リスクはほとんどな
いと判断しております。

　　　②　市場リスクの管理
　　　　‌�　当社グループは、借入金及び社債等に係る支

払金利の変動リスクを回避する目的で、金利ス
ワップ取引及び通貨スワップ取引を利用してお
ります。また、外貨建営業債権及び債務に係る
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為替変動リスクを回避する目的で、先物為替予
約を利用しております。

　　　　‌�　有価証券及び投資有価証券については、市場
動向、時価及び発行体（取引先企業）の財務状
況等を定期的にモニタリングして経営陣に報告
するとともに、保有状況を継続的に見直してお
ります。

　　　　‌�　デリバティブ取引については、デリバティブ
取引管理規定に基づき、担当執行役又は担当取
締役の承認後、所管部署が実行と残高の把握及
び管理を行っております。

　　　　‌�　総合金融事業を営む連結子会社は、市場リス
クに関する管理諸規程に従い、リスクの所在、
規模等を把握し、適切な市場リスク管理を行う
とともに、管理状況等を定期的に内部統制推進
委員会に報告しております。市場リスク管理に
係る体制としては、収益部門から独立したリス
ク管理の組織・体制を整備することにより、業
務上の相互牽制を確保しています。また、原則
保有する全ての金融商品について市場リスクに
関する定量的分析を行っており、主にVaRを用
いて市場リスク量を管理しております。具体的
には、VaRが取締役会等で決議したリスク限度
額（資本配賦額）を超過しないよう市場リスク
をコントロールしております。

　　　③　資金調達に係る流動性リスクの管理
　　　　‌�　当社グループは、各部署からの報告に基づき

担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新する
とともに、手許流動性の維持等により流動性リ
スクを管理しております。

　　　　‌�　総合金融事業を営む連結子会社は、継続的な
キャッシュ・フローのモニタリングを通して、
適時に資金管理を行うほか、資金調達手段の多
様化、市場環境を考慮した長短の調達バランス
の調整等により、流動性リスクを管理しており
ます。また、銀行業を営む連結子会社は、流動
性リスク管理として、支払準備資産保有比率お
よび資金ギャップ枠を設定し、リスク管理部が

日々モニタリングを行い、その結果を定期的に
内部統制推進委員会及び取締役会に報告してい
ます。また、運営にあたっては資金効率を考慮
しつつも流動性確保にウェイトを置いた管理を
行っています。

　　‌�⑷総合金融事業における市場リスクの定量的情報等
について

　　‌�　総合金融事業を営む連結子会社における市場リス
クについては、モンテカルロシミュレーション（保
有期間120日、観測期間３年、信頼区間99％値）に
よりVaRを計測しており、2019年２月28日現在の
金額は10,607百万円であります。なお、在外子会社
ならびに一部国内子会社については、当該影響額が
限定的であることから、市場リスクの計測は実施し
ておりません。

　　‌�　ただし、当該影響額は、過去の相場等の変動をベー
スに統計的に算出した一定の発生確率での市場リス
ク量を計測しており、通常では考えられないほど市
場環境が激変する状況下におけるリスクは捕捉でき
ない場合があります。

　　‌�⑸金融商品の時価等に関する事項についての補足説
明

　　‌�　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほ
か、市場価格がない場合には合理的に算定された価
額が含まれております。当該価額の算定においては
一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提
条件等によった場合、当該時価が異なることもあり
ます。また、「５－２．金融商品の時価等に関する事
項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等に
ついては、その金額自体がデリバティブ取引に係る
市場リスクを示すものではありません。
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　５－２．金融商品の時価等に関する事項
　　‌�　2019年２月28日現在における連結貸借対照表計

上額、時価及びこれらの差額については、次のとお
りであります。なお、時価を把握することが極めて
困難と認められるものは、次表には含まれておりま
せん。（（注２）をご参照下さい。）

連結貸借対照表
計上額

（百万円）
時価

（百万円）
差額

（百万円）
⑴現金及び預金 852,382 852,382 －
⑵コールローン 27,138 27,138 －
⑶受取手形及び売掛金 1,461,616
　貸倒引当金等（※１） △74,401

1,387,215 1,420,323 33,107
⑷有価証券
　その他有価証券
　①銀行業における有価証券 414,912 414,912 －
　②銀行業における買入金銭債権 13,634 13,634 －

428,547 428,547 －
⑸営業貸付金 393,914
　貸倒引当金（※１） △47,676

346,237 379,944 33,706
⑹銀行業における貸出金 1,965,353
　貸倒引当金（※１） △4,844

1,960,508 2,037,101 76,593
⑺投資有価証券
　関係会社株式 62,559 82,868 20,308
　その他有価証券 126,395 126,395 －

188,955 209,263 20,308
⑻差入保証金
　（１年内償還予定分を含む） 437,447
　貸倒引当金（※１） △3,227

434,219 429,083 △5,136
資産計 5,625,205 5,783,784 158,579

連結貸借対照表
計上額

（百万円）
時価

（百万円）
差額

（百万円）
⑴支払手形及び買掛金 914,150 914,150 －
⑵銀行業における預金 3,443,053 3,446,210 3,157
⑶短期借入金 385,634 385,634 －
⑷コマーシャル・ペーパー 92,079 92,079 －
⑸社債
　（１年内償還予定分を含む） 585,973 591,264 5,291
⑹１年内償還予定の新株予約権付社債 29,946 29,856 △89
⑺長期借入金
　（１年内返済予定分を含む） 1,357,797 1,359,447 1,650
⑻長期預り保証金
　（１年内返済予定分を含む） 273,395 271,747 △1,648
負債計 7,082,030 7,090,390 8,360
デリバティブ取引（※２） △14,529 △14,529 －

（※１）‌�受取手形及び売掛金、営業貸付金、銀行業にお
ける貸出金及び差入保証金に係る貸倒引当金並
びに割賦利益繰延（流動負債）を控除しており
ます。

（※２）‌�デリバティブ取引によって生じた正味の債権・
債務は純額で表示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法
　　資産
　　‌�⑴現金及び預金、⑵コールローン、⑶受取手形及び

売掛金
　　‌�　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価

額と近似していることから、当該帳簿価額によって
おります。なお、金融サービス業を営む連結子会社
の売掛金の時価は、営業債権の種類及び期間に基づ
く区分ごとに信用リスクを反映した将来キャッシュ・
フローを算定し、リスクフリー・レートに債権の回
収コスト（経費率）を加味した利率で割り引いて算
定しております。

　　⑷有価証券、⑺投資有価証券
　　‌�　これらの時価について、株式は取引所の価格によっ

ており、債券及び買入金銭債権は取引所の価格、取
引金融機関等から提示された価格又は経営陣の合理
的な見積りにより算定された価額によっております。

　　⑸営業貸付金
　　‌�　営業債権の種類及び期間に基づく区分ごとに信用
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リスクを反映した将来キャッシュ・フローを算定し、
リスクフリー・レートに債権の回収コスト（経費率）
を加味した利率で割り引いて算定しております。

　　⑹銀行業における貸出金
　　‌�　変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映

するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっ
ていない限り、時価は帳簿価額と近似していること
から、当該帳簿価額によっております。固定金利に
よるものは、貸出金の種類及び内部格付、期間に基
づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸出
を行った場合に想定される利率で割り引いて算定し
ております。なお、約定期間が短期間（１年以内）
のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額によっております。

　　‌�　また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対す
る債権等については、見積将来キャッシュ・フロー
の現在価値又は担保及び保証による回収見込額等に
基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は決
算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高
を控除した金額に近似しており、当該価額を時価と
しております。貸出金のうち、当該貸出を担保資産
の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設け
ていないものについては、返済見込み期間及び金利
条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと
想定されるため、当該帳簿価額によっております。

　　⑻差入保証金
　　‌�　差入保証金の時価については、契約期間に基づい

て算出した将来キャッシュ・フローを対応するリス
クフリー・レートで割り引いた現在価値から貸倒見
積高を控除した価額によっております。

　　負債
　　‌�⑴支払手形及び買掛金、⑶短期借入金、⑷コマーシャ

ル・ペーパー
　　‌�　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価

額と近似していることから、当該帳簿価額によって
おります。

　　⑵銀行業における預金
　　‌�　要求払預金については、連結決算日に要求された

場合の支払額（帳簿価額）によっております。

　　‌�　また、定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分
して、将来キャッシュ・フローを割り引いて算定し
ております。その割引率は、新規に預金を受け入れ
る際に使用する利率を用いております。なお、預入
期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価
額と近似していることから、当該帳簿価額によって
おります。

　　⑸社債、⑹１年内償還予定の新株予約権付社債
　　‌�　当社及び一部の連結子会社が発行する社債の時価

については、市場価格に基づき算定しております。
　　⑺長期借入金
　　‌�　長期借入金の時価については、元利金の合計額を

リスクフリー・レートに信用リスクを加味した利率
で割り引いた現在価値により算定しております。変
動金利による長期借入金で金利スワップの特例処理
の対象とされているものについては、当該金利スワッ
プと一体として処理された元利金の合計額をリスク
フリー・レートに信用リスクを加味した利率で割り
引いた現在価値により算定しております。

　　⑻長期預り保証金
　　‌�　長期預り保証金の時価については、契約期間に基

づいて算出した将来キャッシュ・フローを対応する
リスクフリー・レートで割り引いた現在価値により
算定しております。

　　デリバティブ取引
　　‌�　デリバティブ取引の時価については、取引金融機

関から提示された価格又は経営陣の合理的な見積り
により算定された価額等によっております。

（注２）‌�時価を把握することが極めて困難と認められる
金融商品

区分 連結貸借対照表計上額
（百万円）

非上場株式等 27,072
信託受益権 15,202

上記については、市場価格がなく、時価を把握す
ることが極めて困難と認められることから、「⑷
有価証券」及び「⑺投資有価証券」には含めてお
りません。
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６．賃貸等不動産に関する注記
　６－１．賃貸等不動産の状況に関する事項
　　‌�　当社及び一部の連結子会社では、全国主要都市を

中心に賃貸商業施設等を有しております。

　６－２．賃貸等不動産の時価に関する事項
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時　価

（百万円）
1,021,538 1,519,533

（注１）‌�連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償
却累計額を控除した金額であります。

（注２）‌�当連結会計年度末の時価は、主として「不動産
鑑定評価基準」に基づいて、自社で算定した金
額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）
又は鑑定会社より鑑定評価書を取得し算定した
金額であります。

７．１株当たり情報に関する注記
　　１株当たり純資産額	 1,299円32銭
　　１株当たり当期純利益金額	 28円11銭
　　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額	 27円62銭
（注）算定上の基礎

親会社株主に帰属する
当期純利益 23,637百万円

普通株主に帰属しない金額 ―百万円
普通株式に係る親会社株主
に帰属する当期純利益 23,637百万円

普通株式の期中平均株式数 840,914,879株
潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額の算定に用
いられた親会社株主に帰属
する当期純利益調整額

△402百万円

普通株式増加数 296,312株
（うち新株予約権） （296,312株）

　　　‌�　「従業員持株ESOP信託」が保有する当社株式を
「１株当たり当期純利益金額」の算定上、期中平均
株式数の計算において控除する自己株式に含めて
おり、当該信託が保有する当社株式の期中平均株
式数は、753,317株であります。なお、「従業員

持株ESOP信託」は2018年６月８日付をもって終
了しております。

８．重要な後発事象
　　連結子会社による社債の発行
　　‌�　当社の連結子会社であるイオンモール㈱は、無担

保社債を発行いたしました。
　　　その概要は次の通りです。

⑴ 社 債 の 名 称
イオンモール株式会社第19回無
担保社債（社債間限定同順位特約
付）

⑵ 社 債 の 総 額 30,000百万円
⑶ 各 社 債 の 金 額 １百万円
⑷ 利 率 0.30％

⑸ 社債の発行価格 各社債の金額100円につき金100
円

⑹ 発 行 日 2019年３月29日

⑺ 償還の方法及び
償 還 期 限 2024年３月29日に一括償還

⑻ 担 保 の 内 容
本社債には担保および保証は付さ
れておらず、また本社債のために
特に留保されている資産はありま
せん。

⑼ 資 金 の 使 途
コマーシャル・ペーパー償還資金、
借入金返済資金の一部に充当する
方針であります。
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●株主資本等変動計算書（2018年3月1日から2019年2月28日まで）	 （単位：百万円未満切捨）

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金 その他利益剰余金

（注） 利益剰余金合計

2 0 1 8 年 3 月 1 日 残 高 220,007 316,894 316,894 11,770 125,207 136,977 △38,897 634,982
事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △26,935 △26,935 △26,935
固定資産圧縮積立金の取崩高 － － －
当 期 純 利 益 17,668 17,668 17,668
自 己 株 式 の 取 得 △29 △29
自 己 株 式 の 処 分 △4 △4 2,701 2,697
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 － － － － △9,271 △9,271 2,672 △6,599
2 0 1 9年2月28日残高 220,007 316,894 316,894 11,770 115,935 　127,705 △36,225 628,383

評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計

その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計
2 0 1 8 年 3 月 1 日 残 高 73,562 △1,229 72,333 313 707,628
事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △26,935
固定資産圧縮積立金の取崩高 －
当 期 純 利 益 17,668
自 己 株 式 の 取 得 △29
自 己 株 式 の 処 分 2,697
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額（純額） △30,040 △185 △30,225 68 △30,157

事業年度中の変動額合計 △30,040 △185 △30,225 68 △36,756
2 0 1 9年2月28日残高 43,521 △1,414 42,107 381 670,871

　（注）その他利益剰余金の内訳� （単位：百万円未満切捨）

項　目 固定資産圧縮積立金 別途積立金 繰越利益剰余金 合　　　計
2 0 1 8 年 3 月 1 日 残 高 4,485 95,500 25,221 125,207
事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △26,935 △26,935
固定資産圧縮積立金の取崩高 △134 134 －
当 期 純 利 益 17,668 17,668
自 己 株 式 の 取 得
自 己 株 式 の 処 分 △4 △4
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 △134 － △9,137 △9,271
2 0 1 9年2月28日残高 4,351 95,500 16,084 115,935

■計算書類
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１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
　⑴資産の評価基準及び評価方法
　　①有価証券
　　　子会社株式及び関連会社株式
　　　　……移動平均法による原価法
　　　その他有価証券
　　　　時価のあるもの
　　　　……決算日の市場価格等に基づく時価法
　　　　　　‌�（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）
　　　　時価のないもの
　　　　……移動平均法による原価法
　　②デリバティブ
　　　　……時価法
　⑵固定資産の減価償却の方法
　　①有形固定資産
　　　　……経済的耐用年数に基づく定額法
　　　　　　‌�各資産別の耐用年数として以下の年数を採用

しております。
　　　建　　　　物
　　　（事 務 所）	 30～50年
　　　（建物附属設備）	 ２ ～18年
　　　構 築 物	 ２ ～44年
　　　工具、器具及び備品	 ２ ～20年
　　②無形固定資産
　　　　……定額法
　　③長期前払費用
　　　　……定額法
　⑶引当金の計上基準
　　①貸倒引当金
　　　　……‌�債権の貸倒れによる損失に備え、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を検
討し、回収不能見込額を計上しております。

　　②賞与引当金
　　　　……‌�従業員及びパートタイマーに支給する賞与に

備え、支給見込額のうち当事業年度に負担す
る金額を計上しております。

　　③退職給付引当金
　　　　……‌�従業員の退職給付に備え、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基
づき、当事業年度末において発生していると
認められる額を計上しております。

　　　　　　‌�数理計算上の差異は、その発生時の従業員の
平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）に
よる定額法により翌事業年度から費用処理す
ることとしております。

　　④投資等損失引当金
　　　　……‌�関係会社等に対する投資等に伴う損失に備え、

当該会社の実情を勘案し、必要と認められる
金額を計上しております。

　⑷その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　　①‌�外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお
ります。

　　②ヘッジ会計の方法は次によっております。
　　　ヘッジ会計の方法
　　　　……‌�原則として繰延ヘッジ処理によっております。

ただし、振当処理の要件を満たす為替予約に
ついては、振当処理によっております。また、
特例処理の要件を満たす金利スワップについ
ては特例処理によっております。

　　　ヘッジ手段とヘッジ対象
　　　 （ヘッジ手段）　　（ヘッジ対象）
　　　為替予約　　……外貨建金銭債権債務
　　　金利スワップ……借入金及び社債
　　　ヘッジ方針
　　　　……‌�為替予約は為替変動リスクを回避する目的で、

また、金利スワップは金利変動リスクを回避

●個別注記表
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する目的で行っております。なお、デリバ
ティブ取引については管理規定に基づき、担
当執行役の承認を得て行っております。

　　　ヘッジの有効性評価の方法
　　　　……‌�ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間

において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変
動またはキャッシュ・フロー変動の累計を比
較し、両者の変動額を基礎にして判断してお
ります。ただし、特例処理によっている金利
スワップについては有効性の評価を省略して
おります。

　　③‌�退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理
の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理
の方法と異なっております。

　　④‌�消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。
　⑸追加情報
　　（従業員持株ESOP信託に関する会計処理方法）
　　連結計算書類に当該注記をしております。

２．貸借対照表に関する注記
　⑴有形固定資産の減価償却累計額
� 17,913百万円
　⑵保証債務等
　　①債務保証予約

（単位：百万円）
被保証者 保証金額 保証債務の内容

やしろ商業開発㈱ 114 被保証者の債務は金融機
関よりの借入等である。計 114

　　②経営指導念書等
　　‌�　主要な関係会社の資金調達に関連して、各社の健全

な財政状態の維持責任を負うこと等を約した経営指導
念書等を金融機関等に対して差入れております。なお、
上記経営指導念書等のうち、「債務保証及び保証類似
行為の会計処理及び表示に関する監査上の取扱い」（日
本公認会計士協会　監査・保証実務委員会実務指針第
61号）に基づく保証類似行為に該当するものはありま
せん。

　⑶‌�関係会社に対する金銭債権債務額（区分表示したもの
を除く）

　　　短期金銭債権額� 19,493百万円
　　　短期金銭債務額� 98,189百万円
　⑷預り金
　‌�　当社は、関係会社の余裕資金の有効活用を目的とし、

一部の関係会社との間で金銭消費寄託契約を締結してお
ります。当該契約により寄託された金額（期末残高
93,514百万円）を預り金に計上しております。
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３．損益計算書に関する注記
　　関係会社との取引高
　　　営業取引による取引高� 59,483百万円
　　　営業取引以外の取引高� 12,133百万円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
　　自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）
株式の
種類

当期首
株式数

当期増加
株式数

当期減少
株式数

当期末
株式数 摘要

自己株式 普通
株式 32,265 12 2,132 30,145 注

1、2

（注１）：‌�当期増加自己株式数は、単元未満株式の買取り
によるものであります。

（注２）：‌�当期減少自己株式数は、従業員持株ESOP信託
における株式売却、新株予約権行使によるもの
及び単元未満株式の買増請求に伴う売渡による
ものであります。

５．税効果会計に関する注記
　⑴‌�繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳
　　①流動の部
　　　繰延税金資産
　　　　賞与引当金� 73百万円
　　　　未払事業税� 92百万円
　　　　未確定債務� 72百万円
　　　　その他� ４百万円
　　　繰延税金資産合計� 242百万円
　　②固定の部
　　　繰延税金資産
　　　　有形固定資産� 11百万円
　　　　貸倒引当金� 50百万円
　　　　投資有価証券及び関係会社株式� 47,048百万円
　　　　投資等損失引当金� 39,121百万円
　　　　繰延ヘッジ損益� 620百万円
　　　　その他� 316百万円
　　　繰延税金資産小計� 87,169百万円
　　　　評価性引当額� △62,364百万円
　　　繰延税金資産合計� 24,804百万円
　　　繰延税金負債
　　　　固定資産圧縮積立金� △1,909百万円
　　　　グループ法人税制に基づく
　　　　投資有価証券売却益� △5,736百万円

　　　　その他有価証券評価差額金� △19,231百万円
　　　繰延税金負債合計� △26,877百万円
　　　繰延税金負債の純額� △2,073百万円

　⑵‌�法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
との差異原因

　　　法定実効税率� 30.7％
　　　（調整）
　　　受取配当金等一時差異ではない項目� △43.8％
　　　評価性引当額の増減� 31.0％
　　　従業員持株ESOP信託の
　　　残余財産分配金損金算入額� △6.4％

　　　その他� △0.2％
　　　税効果会計適用後の法人税等の負担率� 11.2％
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６．関連当事者との取引に関する注記

区
分
種
類

会社等の
名称又は

氏名

議決権等
の 所 有

（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）

子
会
社
及
び
関
連
会
社
等

子
会
社

イオン
リテール㈱

所有
直接
100.00

資金の貸付
役員の兼任

資金の貸付 284,169 短期貸付金 210,396
利息の受取

（注１） 2,841 未収収益 634

ロ イ ヤ ル
ティの受取

（注２）
4,102 未収収益 2,215

㈱ダイエー
所有
直接
100.00

資金の貸付
役員の兼任

資金の貸付 35,949 短期貸付金 25,099
利息の受取

（注１） 359 未収収益 88

イオン
マーケッ
ト㈱

所有
直接
100.00

資金の貸付
資金の貸付 28,802 短期貸付金 29,505
利息の受取

（注１） 288 未収収益 73

㈱山陽
マルナカ

所有
直接
100.00

資金の貸付
資金の貸付 461 短期貸付金 18,700
利息の受取

（注１） 4 未収収益 4

イオン
ディライ
ト㈱

所有
直接 

28.78
間接

 26.61

消費寄託契約
役員の兼任

消費寄託契
約に基づく
預り金

35,552 預り金 16,000

利息の支払
（注３） 26 未払費用 4

イオン
マ ー ケ
ティング
㈱

所有
直接

 85.10
間接

 14.90

消費寄託契約

消費寄託契
約に基づく
預り金

15,023 預り金 15,633

利息の支払
（注３） 14 未払費用 6

　‌�上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれてお
らず、期末残高には消費税等が含まれております。

　取引条件及び取引条件の決定方針等
　（注１）‌�資金の貸付については、貸付利率は市場金利を

勘案して利率を合理的に決定しております。なお、
取引金額は期中の平均残高を記載しております。

　（注２）‌�ロイヤルティの受取については、当社の基準に
準拠し決定しております。

　（注３）‌�消費寄託契約による資金の預りは、関係会社の
余裕資金の有効活用を目的としており、利率は
市場金利を勘案して合理的に決定しております。
なお、取引金額は期中の平均残高を記載してお
ります。

７．１株当たり情報に関する注記
　⑴１株当たり純資産額� 796円52銭
　⑵１株当たり当期純利益� 21円01銭
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